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まさか、また「参集だけ」じゃないでしょうね！
3.11を「想定内」として対応したディズニーの姿勢を参考とすべき！
必要な準備を十分行い、「理念」を共有し、自分で考え、行動できる組織を構築することが重要
当局は9月1日に「平成23年度緊急参集訓練」を実施するとしています。自治労県職労は以前から、「ただ集めるだけの訓練では意味がない。集めた上で何をするのかが重要だ。」と主張してきました。

今回の東日本大震災を受け、改めて、訓練だけでなく、災害時に県が果たすべき役割を明確にし、必要な体制を再構築していく必要があります。

新たな体制を検討していくにあたって、各種メディアでも取り上げられている3.11の東京ディズニーリゾートの対応が参考になると思います。
「最悪」の想定とその準備

当日は、両パークにあわせて約７万人の来園者がおり、約２万人が帰宅困難になりパーク内に残っていました。

東京ディズニーリゾートでは、「ゲスト（来園者）10万人来園時に『震度６強』の地震発生」を想定して、年180回にもおよぶ訓練や5万人×3～4日分の非常食の備蓄を行っていたそうです。
「指示待ち」でないキャスト（従業員）

　特筆すべきは、キャストの9割を占めるアルバイト従業員の行動です。

テレビやネットの画像で映し出されていたのは、誰に指示されるわけでもなく、数千円もする商品のぬいぐるみを防災頭巾代わりにゲストに配り、空腹を和らげるために売店の菓子類を配るキャストの姿でした。

他にも、雨雲が広がり、気温が低下する中で、防寒・雨避け用に傘やカッパ、ブランケットやおみやげ袋を配り、普段は絶対表に出さないダンボールを床に敷くために出すなど、各自が自分で考え、自分ができる行動をしていました。
「全てはゲスト（来園者）の安全と安心のために」

　このようなキャストの行動は、「災害時には商品を使ってもよい」との、「緊急時の権限委譲」のもとに、繰り返し行われてきた訓練の成果でもあります。

　管理部門も、ゲストの安全と安心を確保するために、ディズニーリゾート開園以来初めて、バックヤードである従業員専用通路を開いて、ディズニーランドのゲストを、安全確認が完了したディズニーシーへ誘導しています。

　目先の利害を度外視して、大量の備蓄を行い、商品を客に配り、前例にとらわれない行動ができたのは、「全てはゲストの安全と安心のため」という「理念」が浸透していたからではないでしょうか。

緊急時の体制は、とかく上意下達、軍隊式に行われ、そうした方法こそが効果的・効率的な方法であるかのように言われますが、ディズニーの対応はその対極にあります。

　軍隊式に統制しなくても、日頃から「理念」を共有し、権限を与えることによって、災害時も一人ひとりが自分で最善の方法を考え、行動することができることを、今回のディズニーリゾートのキャストの行動が物語っています。

「全ては県民の安全と安心のために！」

　ディズニーリゾートに限らず、震災直後には多くの企業が「商売を度外視」して、帰宅困難者を収容したり、飲食を提供しています。

　本来「全ては県民の安全と安心のため」に存在している神奈川県の対応はどうだったのか、きちんと検証した上で、これまでの体制を抜本的に見直すべきときです。

　さて、今回の「緊急参集訓練」はこうした体制確立への端緒になるでしょうか。大いに期待したいところです。
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　なお、この話は、フジテレビ日曜日夜の「ニュースサンデー」の震災特集の第1弾で詳しく報道されました。いい企画だったので再放送を期待したいと思います。

	夏季・秋季要求をめぐり公務員連絡会が人事院と交渉-8月29日


公務員連絡会は8月29日、2011年夏季・秋季における要求に関わり、人事院職員団体審議官と交渉を行いました。職員団体審議官の主な回答は次のとおりです。

職員団体審議官回答

１　民間給与実態調査等について
　今年の民間給与実態調査は、東日本大震災の影響により例年より遅れて、６月24日から８月10日までの期間で、被害のとくに大きい岩手県、宮城県及び福島県に所在する事業所を除いて実施した。調査は特段の支障なく終了し、現在集計中である。
　官民較差については、現段階では何とも言えない。本年の民間企業における春季賃金改定状況についてみると、現時点の各種調査では、昨年とほぼ同程度の状況にある。
　一時金については、各種調査によると、民間の昨年冬のボーナスは対前年比で増加となっているものが多かったが、昨年比マイナスのものも見られる。今年の夏は、対前年比プラスとなっているものがある一方、連合の月数比較ではマイナスとなっている。さらに、大震災の影響もあり、今の段階では何とも言えない。
２　新たな高齢期雇用施策について
(1) 定年年齢の引上げについて
　人事院は、平成25年４月から３年に１歳ずつ定年年齢を引き上げ、平成37年４月には65歳定年とするための「意見の申出」を、本年の人事院勧告と同時に行うことを目途に、現在検討を進めており、引き続き皆さんと協議しながら検討していきたい。
(2) 60歳を超える職員の給与について
　60歳超職員の給与については、60歳に達した日の属する年度の翌年度から、民間企業従業員の所得水準等を踏まえつつ、職員の職務と責任を考慮して、60歳前の年間給与の70％水準となるよう設定する。
①俸給
俸給月額については、個々の職員の60歳前の俸給月額に一定割合を乗じて得た額とする。60歳超職員は昇給しないものとする。
②諸手当
諸手当は、基本的に60歳前の職員と同様の手当を支給する。俸給月額が算定基礎となる手当等については、支給額が変更となる。特別給については、年間給与でみて60歳前の70％となる中で、年間支給月数3.00月を予定する。
③特例定年が適用される職員について
現行の特例定年が適用される職員については、職員全体の定年年齢が当該職種の特例定年と同一となる生年月日の職員から、60歳超職員に適用される給与を支給することとし、それより前の生年月日の職員については、一定の経過措置を講ずることとする。
(3) 定年前短時間勤務制度について
○　健康上の理由や職員の希望する人生設計上の理由に基づく多様な働き方を可能とするため、60歳以降の職員が希望する場合、通常より短い勤務時間で勤務させることができるよう措置する。
○　定年前短時間勤務職員の俸給月額等については、60歳超のフルタイム勤務職員の給与水準を勤務時間に応じて按分したものとする。
(4) 役職定年制について
○　計画的な人事管理を通じて組織活力の維持及び公務の能率的運営の確保を図るため、当分の間の措置として、本府省の局長、部長、課長等について役職定年制を導入する。地方支分部局の長、部長等については、各府省における新陳代謝の必要性に応じて適用対象とする。
○　役職定年は60歳とする。
○　ただし、役職定年による異動により職務の継続的遂行に重大な障害が生ずると認められる場合には、人事院の承認を得て、引き続き職務に従事させることができることとする。
○　なお、役職定年により異動することとなる職員については、下位のポストへの異動と、異動後のポストにおける60歳超の俸給月額が適用されることによる二重の給与水準の引下げとなるため、一定の特例措置を講ずることとする。
(5) 60歳以降の働き方に関する意向聴取について
　60歳以降の働き方について、職員の意向を任命権者が聴取するよう措置する。意向聴取の具体的時期、意向聴取に当たって留意すべき事項などについては、今後、皆さんと議論しながらさらに検討して参りたい。
(6) 再任用制度について
○　再任用制度は、定年の段階的引上げ期間中における、定年退職後65歳までの間の雇用確保措置として、平成38年３月31日まで存置する。
○　再任用職員の給与については、定年延長者との均衡を図ることとする。
(7) 退職手当、定員、共済について
　退職手当、定員、共済に関し、定年延長を実現していく上で対応が必要となる事項については、引き続き制度官庁との議論を進め、適切に措置が講じられるよう求めて参りたい。
(8) その他
　加齢に伴い就労が厳しくなる職務に従事する職員の取扱いについては、引き続き関係府省と議論を進める。
３　非常勤職員制度等について
　非常勤職員制度については、「非常勤職員給与のガイドライン」を定め、昨年10月には期間業務職員制度を導入したところであり、各府省において適切な運用が図られるよう人事院として役割を果たしていきたいと考えている。今後も引き続き皆さんをはじめ関係各方面からの要望、民間の状況等を踏まえ、必要な検討をして参りたい。
４　民間企業の退職金調査について
　民間企業の年金及び退職金の実態調査については、政府からの調査実施の要請を受けて、職員の給与等を担当する専門機関として調査を実施する方向で検討を行うこととしたいと考えている。調査を実施する場合には、皆さんからの意見も伺いながら適切に対処して参りたいと考えている。
５　50歳台職員の給与の見直しについて
○　50歳台後半層における官民の給与差を是正するため、昨年の勧告において、俸給及び俸給の特別調整額の1.5％を減じたところであるが、高齢層、とくに50歳台後半層においては、昨年の勧告実施後も、官民の給与差がなおも相当程度残っており、早期に是正する必要があると考えている。
○　このため、高齢層職員の公務員給与を高止まりさせる要因となっている給与構造改革における経過措置について、給与構造改革の施策の導入・実施が平成22年度をもって終了していることを踏まえ、来年４月から廃止に向けた措置を開始することとし、本年勧告に盛り込みたいと考えている。なお、廃止措置の具体的内容については皆さんの意見も聞きながら引き続き検討を進めていくこととしたい。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































